
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

        

 

 

な              ぽぽ       

「菜の花のようにのびやかに、タンポポのように力強く」との想いが込められています。 

   

 

 

令和６年４月版 



 

はじめに 

 

平成２８年４月１日に施行された障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る法律（以下「障害者差別解消法」という。）は、障害者権利条約を締結する際の

国内法の整備の一環として定められたものです。 

障害者差別解消法は、行政機関等や民間事業者に対し、障害を理由とする不当

な差別的取扱いを禁止するとともに、障害のある人が直面する社会的障壁につい

て、本人の求めに応じて合理的な配慮の提供が義務付けられています。 

その後、令和３年５月に障害者差別解消法が一部改正され、これまで、努力義

務とされていた民間事業者の合理的配慮の提供が義務となりました（改正法は令

和６年４月１日から施行。）。なお、平成３０年１０月に施行された「東京都障害

者への理解促進及び差別解消の推進に関する条例」（以下、「都条例」という。）で

は、行政機関、民間事業者ともに合理的配慮の提供は当初より義務としています。 

目黒区では、障害者差別解消法の施行に当たり、不当な差別的取扱いの防止及

び合理的配慮の提供に係る区の基本姿勢を明らかにするとともに職員の適切な

対応に資するため、服務規律の一環として「目黒区における障害を理由とする差

別の解消の促進に関する対応要領（以下「対応要領」という。）」を策定しました。 

このハンドブックは、対応要領に基づき、目黒区職員（会計年度任用職員及び

特別職非常勤職員を含む。）及び区立学校の都費負担教職員（会計年度任用職員及

び臨時的任用教員を含む。）(以下「区職員」という。)が、日々の業務の中で配慮

すべき事項を分かりやすくまとめ、対応の具体例を提示するとともに、様々な障

害の状況について理解が進むように解説したものです。また、民間事業者による

障害を理由とする差別についての相談を受けた際、対象事業の所管課が窓口とな

りますので、相談に対する適切かつ具体的な対応についても掲載しました。 

区職員一人ひとりが接遇の基本に立ち返り、障害の有無にかかわらず、区民サ

ービス提供について、どのような配慮が必要かを考え、また、障害のある人との

対話を通し実際に行動することが大切です。 

このハンドブックを活用いただき、それぞれの立場から取組を進めていくこと

で、障害の有無によって分け隔てられることのない共生社会の実現をめざしまし

ょう。 
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